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1．問題の所在

本稿は，地上テレビ放送事業における上下分離方式導入について，公共セクターと商業セクター

が連携するイノベーションの観点で制度設計と新技術応用の両面から検討し，いわゆる上下分離

方式の導入の要件を考察するものである。考察にあたり問題点を明確にするため，放送事業の構

造に即して，番組やニュースの取材・制作・提供をサービスレイヤー，放送の送出・送信をイン
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要 旨

本稿は，地上テレビ放送事業における上下分離方式（ハード・ソフト分離）の導入に

ついて，公共セクターと商業セクターの連携によるイノベーションの観点で，制度設計

と新技術応用の両面から考察した。事例や制度の検討にあたり，番組やニュースの制作・

提供をサービスレイヤー，放送の送出・送信をインフラレイヤーに分類し，インフラレ

イヤーに焦点をあてて現行制度の構造と外国での先進事例の分析を行い，公共政策的性

格の強い鉄道事業の知見を整理し，放送法制が放送事業者に課している社会的使命を達

成させるため，特にローカルテレビ局の経営改善につながる今後の放送インフラの整備・

運用・保守・修繕の在り方を提示した。施策の推進にあたって重要となるインフラ老朽

化更新のライフサイクルや，放送インフラ事業の収益性向上のための新技術導入による

安全保障投資の可能性について考察し，放送法制及び競争法制の課題解決が必要である

ことを指摘した。
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フラレイヤーに分類して検討を行うこととする。

筆者らはこれまで放送広告費の減少の影響を大きく受けているローカルテレビ局の経営基盤改

善の要件を分析し，制度設計の方向性を提示した（辻他［2023］，辻他［2024］）。そしてサービ

スレイヤーに着目して，わが国の放送事業者が空中波送信とインターネット配信を併用して放送

事業者しての責務を果たしつつコンテンツビジネスの成長に貢献する可能性について検討してき

た（辻［2025］）。今回はローカルテレビ局の経営を圧迫する重要課題である放送事業のインフラ

レイヤーについて課題を整理し，地域経済の活性化や安全保障環境の緊迫化という状況において，

放送法制が放送事業者に求める使命が，どのような新技術の活用と制度設計の改善により果たす

ことができるかを検討する。

総務省のデジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（以下「検討会」という。）

では，第1次取りまとめ（2022年8月）で「中継局の共同利用」「マスター設備の集約化，IP化，

クラウド化」等，第2次取りまとめ（2023年10月）で「NHKのインターネット配信業務の必

須業務化」等，第3次取りまとめ（2024年12月）で「小規模中継局等のブロードバンド等によ

る代替」等が示され，とりまとめ趣旨に沿って放送法等が改正されている（総務省［2025g］）。

一連の放送法制見直しにより，放送事業において「設備やシステムの共同化・共通化」と「イン

ターネット併用化」を推進することが明確に示されている。これに基づきNHKは，2024年12

月に日本ブロードキャストネットワーク株式会社（以下「JBN」という。）を設立した。NHK

が総務省に提出した出資理由によると，基幹放送局設備の保有・管理等の業務により放送業界全

体の持続可能な発展を追求することを目指し，共同利用型モデルの確立に向けた仕様詳細検討や

利用料金算定，サービス提供体制の構築等を行うほか，今後の事業開始に向けたガバナンス構築

に必要な制度やシステム等の準備を進めるためとされており，総務省の認可を受けてNHKが具

体的な業務実施に向けた検討を行う枠組みが整った（総務省［2025d］）。そして2025年度は，

NHKがJBNとともにビジネスモデルの確立に向けて，送信業務の共同化の具体的な実施事業

内容の検討を進めてきた（日本放送協会［2025a］）。

しかし2025年9月のNHK会長定例記者会見で，出席している記者からの「日本ブロードキャ

ストネットワークによる中継局の共同利用について見直すということをNHKが民放各局に打診

したと報道されている。現在のスキームについて，どのような課題や懸念点があるのか」という

質問に対して，NHK稲葉延雄会長（当時）が「この事業モデルを先々見通すとかなり運営が厳

しい，構想したようなメリットが十分に発揮されない，コスト的にも見通しが厳しい」「代替案

を含めて全体的にさらに検討を進めていくことが必要」と回答し，JBNで共同利用を行う事業

では採算が取れないので白紙撤回して代替案を検討する方針を示した。またこの会見では，総務

省検討会で示されたブロードバンド代替等の導入によるコスト削減についても，NHK稲葉会長
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（当時）は「権利のあり方など，実行を阻むさまざまな要因が見つかり」コスト削減が困難との

考え方を示しており，これまでの制度設計検討と放送法等改正の枠組みの実効性について疑問が

呈される事態となった（日本放送協会［2025b］4�9頁，日本経済新聞［2025］）。

総務省の検討会は2024年度までの検討で送信網等のインフラレイヤーに関する放送法制が整っ

たとして，すでに2025年度は放送・配信コンテンツ産業戦略検討チームにおいて，放送事業者

のサービスレイヤーであるコンテンツ制作力や海外展開力の強化についての検討を重ねていると

ころであり，中継局共同利用やブロードバンド代替の事業化見通しが不透明のままでは全体の制

度設計の議論が引き戻される等の影響を及ぼす恐れがある。放送事業者のインフラレイヤーの負

担を軽減することによって，経営資源をサービスレイヤーのコンテンツ制作に集中し，放送法制

が定める良質な放送コンテンツを引き続き全国の国民・視聴者に届けるという社会的役割を維持・

発展させ，コンテンツの制作力と流通力を高めて市場競争力を回復する施策は喫緊の課題である。

ローカルテレビ局を含めて大規模災害対策強化や安全保障状況緊迫化対応能力強化において，

国民・視聴者の生命と財産に関わる安心安全情報を正確・迅速・的確に伝えることが求められて

おり，放送事業者の持続的な経営基盤強化の実行に時間的猶予はない状態になっている。事業性

がないことや収益性が低いことを理由に共同化・共通化の着手が遅れるのであれば，その代替と

なる実効的に可能な施策を技術と制度の両面から具体的に検討する必要がある。換言すれば，割

り当てられた空中波のUHF周波数を有効に活用した大量無制限同報の仕組みとインターネット

の併用による放送のインフラレイヤーを共用する枠組みを整備して，放送法制が求める放送事業

者の社会的役割を十全に果たさせる施策の要件を提示することが求められている。

本稿ではまず放送事業者の法律的位置づけをあらためて確認し，2010年代に検討し法制化さ

れたハード・ソフト分離制度を上下分離方式ととらえ，今日の社会経済状況から見た課題を検討

する。次に放送事業の上下分離方式導入で先行するイギリスの制度設計とインフラレイヤーの事

業構造の特徴を整理する。またわが国での上下分離方式導入で先行する鉄道事業，特に地域鉄道

の上下分離における課題を抽出し，放送事業における上下分離方式導入で重要な要件を考察し具

体的に提示する。

2．放送事業インフラに関する現行放送法の制度設計

総務省は通信・放送分野におけるデジタル化の進展・融合に対応した制度の整理・合理化を図

るため，2011年の地上アナログテレビ放送終了（岩手・宮城・福島を除く）による地上波テレ

ビのデジタル完全移行を機に，放送関連4法（放送法，有線ラジオ放送法，有線テレビジョン放

送法，電気通信役務利用放送法）に基づく放送制度の抜本的見直しを行った。総務省は有識者会
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議を組成し，イギリスが競争力強化のためにハード・ソフト分離を含む水平統合施策を推進して

いる事例を参照しつつ，制度改革の具体内容を検討した。有識者会議での検討を経て，2010年

に法案が国会に提出されたが，衆議院解散により一度廃案となり，その後，2010年12月に国会

に再提出され，2011年6月30日に「放送法等の一部を改正する法律」として成立・施行された。

この改正により，地上基幹放送について，電波法及び放送法では，ハード（無線局の設置・運

用）とソフト（放送の業務）を一致させる（同一の事業者が行う）か，あるいは分離させる（別々

の事業者が行う）かのどちらかを選択することが可能な制度となった。これに基づいて，ハード・

ソフト一致で地上放送を行う「特定地上基幹放送事業者」と，ハード・ソフト分離で放送の業務

を行う「認定基幹放送事業者」に区別されている。

特定地上基幹放送事業者は電波法に基づく免許が必要であるのに対して，認定基幹放送事業者

は放送法に基づく業務の認定を受けることとなっており，電波法に基づく免許は必要ない。認定

放送事業者にハードを提供する事業者は「基幹放送局提供事業者」とされており，これは非放送

事業者として取り扱われる。現状ではローカルテレビ局も含めて地上テレビジョン放送事業者は，

全てハード・ソフト一致の特定地上基幹放送事業者となっている。またハード・ソフト分離の制

度化によりコンテンツ事業者の放送市場への参入障壁が下がって多様なサービスが提供されるよ

うになることや，ハード設備の共用が進むことで事業者のコストが削減され放送事業者の競争が

促進されることが企図されていたが，改正法施行以来10年以上が経過しているものの，ハード・

ソフト分離制度を活用した経営基盤強化が図られた事例はないまま今日に至っている（総務省

［2025f］）。これは放送事業者が，電波法に基づいて設置される無線局と，放送法に基づいて設置

される放送局の2つの性格を持っていることに即して，レイヤーごとに業務と経営を分離するこ

とを可能にすることで，放送市場の参入退出を容易にする制度改革であったと考えられる。

放送法及び電波法はハード・ソフト一致で地上放送を行う「特定地上基幹放送事業者」に送信

の設備やシステムに関する規律を設けており，認定及び免許を受ける特定地上基幹放送事業者は

個社の経営資源と財務力で規律を遵守しなければならない。例えば放送法における設備等インフ

ラレイヤーの定めを見ると，特定地上基幹放送事業者については次の通りとなっている（1）。

・設備等の維持⇒第111条，第112条

・重大事故の報告⇒第113条

・設備等の改善命令⇒第114条

・設備等に関する報告及び検査⇒第115条

次に基幹放送局提供事業者に対する設備等インフラレイヤーの定めは次の通りとなっている。

・設備等の維持⇒第121条

・重大事故の報告⇒第122条
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・設備等の改善命令⇒第123条

・設備等に関する報告及び検査⇒第124条

したがって，ハード・ソフト分離でニュースや番組の取材・制作・提供というサービスレイヤー

の放送事業を行う認定基幹放送事業者は，インフラレイヤーの定めに関する業務については，基

幹放送局提供事業者に委ねる制度上の建付けになっている。サービスレイヤーの認定基幹放送事

業者は，インフラレイヤーで設備やシステム・機材の整備・運用・保守・修繕を行う基幹放送局

提供事業者に，放送局設備供給役務の料金等を支払う関係になっている（2）。2011年の放送法改正

によって実現した放送事業におけるハード・ソフト分離は，インフラレイヤーとサービスレイヤー

を異なる事業者が担うことができる上下分離経営を可能にする制度ととらえることができる。

これまで地上波テレビ放送でハード・ソフト分離が行われていないのは，技術や設備というハー

ドと，系列や編集判断というソフトの2つの面で考える必要がある。まずハードについては，

2003年～2011年にかけて推進された地上アナログテレビのデジタル化転換で各放送事業者が整

備した送信設備や送出設備の多くがまだ運用を開始して間もなかったため，改正放送法施行直後

は大きな需要が見込めず，送信設備や送出設備の初期投資が大きいことと併せて，非放送事業者

が基幹放送局提供事業者として新規参入する動機づけが乏しかった。基幹放送局提供事業者への

インフラの切り替えについては，送信機を含む送信設備や送信機材の減価償却や老朽化更新といっ

たライフサイクルや，特定地上基幹放送事業者の再免許のタイミングも考慮する必要がある。

次にソフトについては，一つの特定地上基幹放送事業者が他の認定基幹放送事業者から送信業

務を受託するケースが理論的には考えられるが，地上波テレビのサービスが系列ごとになってい

るためローカルテレビ局の経営判断が系列キー局の意向や動向に依存しており，さらに従来から

送信業務や送出業務を放送事業者のコア業務として個社の編集機能とバンドルする傾向が強いた

め，ハード・ソフト分離に向けて例えば県域単位で送信業務を実施する事業スキームの検討を行

う動機が乏しかった。

地上波テレビのデジタル化移行で整備された送信設備は，移行初期に整備した一部の特定地上

基幹放送事業者では老朽化更新が行われているが，中継局等も含めると全国的には老朽化更新対

象送信設備はまだ多数残っている。送信機の運用期間は概ね15年以上とされており，ローカル

テレビ局の経営状態が厳しくなる中，ハード・ソフト分離を射程に入れた円滑な老朽化更新を行っ

て，周辺諸国との安全保障環境が緊迫化する中，モバイル通信事業者の基地局電波が届かない場

所や，地形や悪天候の影響で衛星通信によるモバイル通信が困難な場合も含めて，国土全体で地

上波テレビ放送があまねく確実に受信できる状態を維持する具体的方策を検討する必要がある。

放送市場の広告費は引き続き減少しており，ローカルテレビ局の多くは内部留保を取り崩しな

がら縮小均衡することが予想される。ローカルテレビ局の経営資源は，言論の多様性に寄与する
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ジャーナリズムや豊かな文化の創造に貢献するコンテンツ制作力強化に集中させる必要があるの

で，放送業界の上下分離方式であるハード・ソフト分離制度の具体的社会実装を，官民が協力し

て検討する段階にある。次節では，放送事業の上下分離をわが国に先行して社会実装しているイ

ギリスの事例について，インフラレイヤーの具体的な成立経緯や事業構造，運営方法等を中心に

整理する。

3．イギリスにおける放送インフラの事業構造

イギリスの放送制度の現状については，日本民間放送連盟が放送事業におけるハード・ソフト

分離の先行事例として，2010年代後半に関係者ヒアリングや現地調査を行っている（Russell,

木村［2018］，木村幹夫［2023］）。これによると，イギリスの放送事業の構造は水平統合型モデ

ルであり制作・編成，送出，送信の各プロセスが分離され，異なる事業者が担当していることが，

わが国やアメリカの垂直統合型とは対照的だとされる。BBC等の多くの放送事業者は，送信業

務をArqiva社，送出業務をRedBeeMedia社に委託している。またマルチプレックス方式に

より複数の放送事業者が同じ周波数帯で放送されており，マルチプレックス事業者が周波数ライ

センスを保有して，Arqiva社等の送信事業者と契約している。送信事業者であるArqiva社は，

CMA（CompetitionandMarketAuthority）や OTA�BTS（OfficeoftheAdjudicator-

BroadcastTransmissionService）などの公的機関によって監督されている。制度設計の趣旨

は競争力強化であり，BBCや民放等の放送事業者が編成・制作などの中核業務に集中すること

で，アメリカ製コンテンツへの対抗力を高めることを目指しており，インフラや技術業務を外部

化することで，効率的な運営とコスト削減を実現するなど経済合理性の追求に資する制度設計で

あると評価されている。

放送番組やニュースを放送局から視聴者に送り届ける設備である送信網にフォーカスすると，

1936年にBBCがテレビ放送を開始した際には，BBC自身が受信許可料を原資に送信網の整備・

運用を行うハード・ソフト一致型であった。これに対して 1955年に開局した民放テレビ局

Channel3（ITV）の各社は自社の送信網を保有せず，TelevisionAct1954により民放テレビ放

送の規制監督機関ITA（IndependentTelevisionAuthority）が送信網の整備・運用を行った。

ITAは公的資金でBBCとは別の送信網を整備・運用したが，その後1980年代のサッチャー政

権による公営企業民営化の動きを受け，1990年のBroadcastingAct1990によりIBA（1972年

に ITAから改組）が所有・運営していた地上波民放テレビの送信網は，IBAが ITC（Inde-

pendentTelevisionCommission） に改組されるのに伴って民営化され， NTL（通称

Transcom）の所有となった。NTLは2004年にこの事業をマッコーリー・グループに売却し
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Arqiva社が整備・運用を行っている。またBBCが保有する送信網も民営化されることとなり，

1996年にBBCの送信部門が分離され，アメリカの通信ネットワーク運営会社である Crown

Castleに売却された。その後CrownCastleはエネルギー事業を行うNationalGridに売却，

約2年後にNationalGridがArqiva社に売却した。こうしてArqiva社がイギリスの放送事業

者用の送信網のほとんどを保有して整備・運用する事業構造となっている。

上述したとおりイギリスでは放送はマルチプレックス方式（複数のチャンネルを1つの信号に

まとめて送信する技術で，1つの周波数帯域で複数の放送局の放送を同時に送信できる）で送信

されており，マルチプレックス事業者が周波数免許を，放送事業者が放送免許を受けている（3）。

送信事業者は周波数免許を受けて運用するマルチプレックス事業者との間で送信の契約を締結し，

BBC（BBCは自らマルチブレックス業務を実施している）以外の放送事業者はマルチプレック

ス事業者に送信費用を支払っており，Arqiva社はマルチプレックス事業者から送信費用を受け

取る関係になっている。Arqiva社はマルチプレックス事業者と放送事業者に対して送信網整備

や送信の信頼性確保を行う義務があり，マルチプレックス事業者や放送事業者の要求仕様に変更

が発生したことによる新たな費用は，マルチプレックス事業者や放送事業者が送信料に上乗せし

て支払うことになっている。放送の送信に必要な土地や鉄塔，アンテナ，送信機，各種のバック

アップ機材や電源設備，保守機材等はArqiva社が所有しており，すべてのリソースの整備・運

用・保守を行っている。

また，マスターコントロールルーム業務等を含む地上波テレビの送出業務のほとんどがRed

BeeMedia社に委託されている。放送事業者は放送信号をRedBeeMedia社に伝送して，Red

BeeMedia社が設置している放送事業者ごとのマスター設備からマルチプレックス業社を経由

して送信事業者であるArqiva社に伝送されてアンテナから空中に送信される。RedBeeMedia

社はもともと2003年にBBCの送出部門を切り出して設立され，2004年に分離民営化された企

業である。これによりBBCは自らのコア業務と定義している制作，編成に経営資源を集中する

こととなった。

さらにRedBeeMedia社は民放各社のCMサーバも運用しており，わが国で言えば民放各社

の営放システム（民放で番組とCMの放送情報を一元管理する基幹システム。番組表編成，CM

の契約・挿入スケジュール管理，売上管理，請求書発行，放送確認書の発行等を行う）を一元化

して統合運用するような機能を果たしている。

このように概要を確認したとおり，イギリスの放送制度改革は，ハード・ソフト分離による水

平統合を行って，サービスレイヤーでは放送事業者に中核業務である編成・制作へ経営資源を集

中させて放送事業者のコンテンツ競争力を強化するとともに，インフラレイヤーなど外部化して

複数の事業者間で統合した方が効率的に運営できる業務の分離により，効率的な経営を行うとい
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うものである。これを上下分離方式による放送事業再編成としてとらえると，再編成のポイント

を次のように整理することができる。

・競争力強化を図るため，放送事業者が経営資源を集中すべき領域を，サービスレイヤーの

ニュースや番組といったコンテンツの取材・制作・編成・提供業務と設定して，それ以外

はインフラレイヤーとして外部に切り出して水平統合による効率的経営が可能となってい

る。

・インフラレイヤーの外部への切り出しにあたっては，受信許可料という公的資金で運営さ

れているBBCの送信部門・送出部門の民営化やITAの事業の譲渡などの方式で推進して

いる。

・インフラレイヤーについては設備・機材・システムの開発・整備内容や運用・保守方法の

特性に即して，送信業務と送出業務は水平展開しながら，それぞれ異なる外部企業に切り

出している。

・送信業務を行う企業（Arqiva社）と送出業務を行う企業（RedBeeMedia社）は，いず

れも最新技術を順次取り入れながら効率的かつ省人化された業務フローを構築し，統合効

果を活かして安定した業務運営を行っている。また会計分離を行った上で保有する資産を

有効に活用した独自の収益事業で新たな収入源を確保することにより，自社の経営基盤を

さらに強化している。

・イギリスの地上放送はデジタル放送への移行に伴ってマルチブレックス方式を導入してお

り，周波数の効率的運用により送信設備の整備・運用の負担を軽減して効率的な経営を可

能にしている。また送信業務がArqiva社にほぼ集約されているので，モバイルサービス

への周波数割り当て政策である ・700MHzClearance・にも円滑に対応できている（4）。

以上のポイントの中で，上下分離方式のスタートにあたり公的資金で実施されているBBCや

ITAの送信事業が財源と業務をセットにして外部に切り出されていること，切り出された送信

業務を実施する企業が技術開発の成果を取り入れながらコンパクトで効率的に省人化されたワー

クフローを確立するとともに独自の収益事業で経営基盤を強化していること，マルチプレックス

方式による放送の実施や送信業務の集約化によりモバイル端末用の無線需要に的確に対応する周

波数再編成が円滑に進んでいることは，わが国の放送制度改革において重要なベンチマークとな

り得る。労働力人口が減少傾向にあるわが国においては，送信業務を省人化・省力化された設備

やシステムによって効率的に運用できることは大きなメリットである。

またイギリス同様にモバイル端末による無線需要増加に対応するための周波数資源の有効利用

についても，今後の電波政策の検討に大いに示唆がある事例である。例えば今後急増すると見ら

れる自動車等の移動体モビリティ通信やIoT端末通信の無線需要等に，どの周波数でどのよう
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に応えるのかが大きな課題となっている。仮に下りの一斉同報送信の効率的運用に特化して考え

ると，カバレッジの広いUHF帯でマルチプレックス方式を用いることも方策の一つとなり得る

し，自動車等の移動体モビリティ向けの送信業務も，放送の送信業務を担う企業の収益事業とし

て行うことが可能と考えられる。

総務省及び経済産業省は，今後のデータセンターの整備を見据え，効率的な電力・通信インフ

ラの整備を通した電力と通信の効果的な連携（ワット・ビット連携）に向けた，官民の関係者に

おける連携・協調の場としてワット・ビット連携官民懇談会を設置し，2025年6月に「ワット・

ビット連携官民懇談会取りまとめ1.0」を公表した（総務省［2025e］，経済産業省［2025］）。こ

れによると，政府としては，AIの技術革新やエッジコンピューティングの普及などにより，大

量の電力を必要とするデータセンターの迅速な整備を実現するためには，「GX2040ビジョン 脱

炭素成長型経済構造移行推進戦略 改訂」（2025年2月閣議決定）で示されたように，電力と通

信のインフラの効率的な整備に向けて，電力や通信，データセンター事業者が一体となり電力と

通信の効果的な連携を行うことが重要だとしている。通信需要・電力需要が急増する中，インター

ネット網の通信負荷やデータセンターのサーバ負荷を軽減する観点からも，放送の送信網と周波

数を社会全体の電波需要に有効に活用しながら電力消費を抑制する方策として検討に値するもの

と考える。

技術論や社会経済論としては国民全体にとって十分なメリットがあることは明らかになったが，

上下分離方式の社会実装において最も大きな課題は送信業務の初期投資と運用コストの負担だと

考えられる。総務省の検討会においては共同利用の推進という方針を打ち出し，これに基づいて

放送法の改正を行ったが，第1節で述べたとおり，NHKから共同利用の実務を行うJBNの収

益性が見通せないとして，インフラレイヤーに送信業務を事業会社に切り出す方式を社会実装す

ることは困難となった。上下分離方式におけるインフラレイヤーの初期投資や運用コストについ

て何が論点となるのかを，次節において，わが国で上下分離方式の社会実装が先行している鉄道

事業の事例で検討する。事例としては地域鉄道を中心に検討することとし，今後ローカルテレビ

局のインフラレイヤーの切り出しを行う場合に必要な要素について考察する（5）。

4．地域鉄道等の鉄道事業における上下分離方式導入の現状と課題

わが国の鉄道事業においては，地方の公共サービス事業者の経営問題を解決するため，国土交

通省が上下分離方式による経営形態を制度化している。1987年に実施された日本国有鉄道（以

下「国鉄」という。）の改革である分割民営化の関連法案として1986年に制定された鉄道事業法

は，鉄道施設の保有・維持管理を行う「下部（第三種鉄道事業者）」と，列車の運行や営業を行
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う「上部（第二種鉄道事業者）」を分離する制度を創設した（6）。これにより，インフラの維持管

理の負担が軽減され，自治体や第三セクターなどが施設を保有し，公的資金で維持管理を行うこ

とで，採算性の低いローカル線の存続や新線建設を促進するものである。

・上部（第二種鉄道事業者）

営業主体として，車両を保有し，列車の運行や営業を行う事業者。

・下部（第三種鉄道事業者）

保有・整備主体として，土地や線路，駅などの鉄道施設を保有・管理する事業者。

鉄道事業者が線路などの施設保有に必要なインフラ負担を軽減して運行に専念できるようにな

ることで，事業の効率化と経営負担の軽減が可能となるものであるとされる。これにより地域鉄

道を維持・活性化するとともに，赤字ローカル線など，鉄道事業者が単独での維持が難しい路線

において，自治体や第三セクターがインフラを保有・管理することで，路線を存続させることを

目的としている。また自治体がインフラを保有するので，国からの補助金等の公的支援を活用で

きるようになるなど，公的資金によるインフラ整備が可能となるメリットがあるとされる。

制度設計にあたっては，同時期に鉄道事業での上下分離方式導入を推進していたヨーロッパ各

国の事例も参考にされた。鉄道事業における上下分離方式は，1988年にスウェーデンが鉄道改

革で導入したのを契機にヨーロッパ各国に広がった。ヨーロッパの鉄道事業の上下分離はオープ

ンアクセス方式であり，イコールフッティング原則に基づいて1991年にEU（当時はEC）指令

（EU/1991/440）が発出されている（7）。スウェーデン等では政府機関が鉄道インフラを保有し，

必要な整備・保守費用を支出するなど，公的性格が強い組織が鉄道インフラの費用を負担するケー

スが多いとされる。上下分離方式が広まった理由としては，スウェーデンやイギリスなどのヨー

ロッパ各国では，旅客鉄道の輸送密度が低いので大量高密度路線の営業利益の内部補助で不採算

路線の運営を維持する仕組みが成立しにくいからだとされる（大嶋満［2022］，黒崎文雄［2014］，

黒崎文雄［2018］）。輸送密度の低さは人口密度と国土における人口の偏在に起因すると考えられ

るので，わが国の地方鉄道も同様の経営環境にあると考えることができる。

大嶋満によれば，地域鉄道に適用される上下分離方式は，

① 鉄道事業法に基づく鉄道事業許可手続による上下分離

② 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成19年（2007年）法律第59号）に基

づく鉄道事業再構築事業

③ みなし上下分離

という3つの類型がある（大嶋満［2022］）。2022年7月に公表された，国土交通省・鉄道事業

者と地域の協働による地域モビリティの刷新に関する検討会の「地域の将来と利用者の視点に立っ

たローカル鉄道の在り方に関する提言～地域戦略の中でどう活かし，どう刷新するか～」は，ス
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テークホルダーからの幅広いヒアリングやアンケートを行いながら，地域鉄道を取り巻く環境や

経営状況，運輸実績等を詳細に整理・分析し，上下分離方式の導入や運営に関する方策の提言を

取りまとめている。地域鉄道の上下分離方式への転換にあたって重要な課題として指摘されてい

るのが，鉄道事業の受益者であり鉄道インフラの費用を負担する立場になる沿線地方自治体の財

政力の問題である。赤字ローカル線を上下分離方式にしただけでは人口が増えるわけでも利用者

が増加するわけでもなく，むしろ人口減少や地域経済の衰退の中で地方自治体の財政基盤が厳し

くなっているところに鉄道事業インフラの整備・維持の経費を新たに負担することになるので，

上下分離方式の導入をめぐって地域での協議に時間がかかることになる。提言では公共政策的な

意義が大きい線区について沿線地方公共団体がより積極的な形での関与が望まれるとしている一

方で，ステークホルダーからは国の関与への期待も大きい（国土交通省［2022a］28�42頁）。

直近の事例を見ると，経営に余力がある段階で2016年に鉄道事業者側から問題提起が行われ

た近江鉄道では，滋賀県を含め沿線地方自治体との協議を重ねて財務問題に見通しをつけること

により，2024年に上下分離方式の導入が実現している。その一方で，富山地方鉄道は2024年11

月から沿線の7市町村との検討会を開始していたが，2025年6月の取締役会で地域から必要な

支援を得られなければ2026年11月で一部の路線を廃線にすると決めたことが報道されるなど，

鉄道インフラの費用負担の問題は鉄道事業者と沿線地方自治体の双方にとって解決が困難な問題

となっている（森口誠之［2025］）。また，近年災害による鉄道インフラの被害を復旧できずに廃

線に至るケースも発生しており，これも上部の営業主体の収益性に増して下部の保有・整備主体

の財政力や財務力が大きな課題であることを示している。例えば，熊本豪雨で被災し5.9キロの

区間が不通となっているくま川鉄道が，2025年10月に国土交通大臣から事業計画の認定を受け

て上下分離方式の導入が決定し，沿線自治体が新設した一般社団法人が鉄道インフラを保有・整

備することとなった。これにより今後10年間にわたり，国から鉄道施設の改修費など約30億円

のうち 15億円の補助を受けるなど，沿線自治体だけの財政力では解決できないので，国の支援

が重要な要素となっている（国土交通省［2025c］）。

2022年7月に国土交通省・今後の鉄道物流の在り方に関する検討会が公表した「変化し続け

る社会の要請に応える貨物鉄道輸送の実現に向けて～検討会中間とりまとめ～」の課題6「公共

インフラとしての新たな社会的要請への対応」では，食糧やエネルギーの安定供給，災害や安全

保障有事の物資輸送など高い公的ミッションが期待されるとし，公共インフラとしての貨物鉄道

輸送に新たな期待が高まっているが，このままでは期待に応えられないという懸念が示されてい

る。公共政策的観点から，全国一元的な貨物鉄道輸送サービスの維持・発展の重要性を指摘した

ものとされる（大嶋満［2022］41頁，国土交通省［2022b］27頁）。

国土交通省が行った政策評価では，政策上の課題と今後の方向性として，地域交通計画の策定
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は進んだものの，持続可能な交通網の実現に向けた具体的な議論を加速させ，早期に結論を出す

必要があるという認識を示すとともに，地域鉄道が直面する経営課題の深刻さを踏まえ，国によ

る支援制度や仕組みをさらに充実させることが求められており，地域の実情に応じた対応を行っ

て，路線の特性や地域のニーズに応じた多様な解決策を提示し，合意形成を促していく必要があ

るとしている（国土交通省［2024］）。

以上の鉄道事業における上下分離方式の導入事例の課題整理を通して，

・事業の公共政策的観点からインフラがどのような状態で整備・維持されることが社会にとっ

て意義があるのかを検討し，関係者の合意を形成すること

・公共政策的性格が強い事業のインフラ整備・維持を行う主体の財政力・財務力が重要な要

素であり，単に受益者負担を原則とするような考え方では公共政策的に必要なインフラを

整備・維持することは困難であること

の2点が今後の放送事業インフラの在り方を考える際にも重要な論点となると考えられる。放送

事業インフラの整備・運用・保守・修繕を行う主体についても，公共政策的観点から，十分な財

政力・財務力を有する事業主体の安定した公的資金による運営が行われることが必要である。こ

れは総務省の検討会での議論で示された共同化・共通化の方針と同じ方向性であると考えられ，

中継局の共同利用という課題も，鉄道事業の上下分離方式におけるインフラの経費負担の在り方

を参照にしつつ，具体的な施策に取り組むことが重要である。

5．ま と め

本稿は，地上テレビ放送事業における上下分離方式（ハード・ソフト分離）の導入について，

公共セクターと商業セクターの連携によるイノベーションの観点から，制度設計と新技術の応用

の両面で考察した。事例や制度の検討にあたり，番組やニュースの制作・提供をサービスレイヤー，

放送の送出・送信をインフラレイヤーに分類し，インフラレイヤーに焦点をあてて現行制度の構

造と外国の先進事例分析を行い，公共政策的性格の強い鉄道事業の知見を参照し，放送法制が放

送事業者に課している社会的使命を達成させるため，特にローカルテレビ局の経営改善につなが

る今後の放送インフラの整備・運用・保守・修繕の在り方を提示した。

まず第 1節では，総務省の検討会やNHK,ローカルテレビ局を含む民間放送事業者の当面す

る課題を整理するとともに，いったんステークホルダーが合意していた中継局共同利用の枠組み

作りが，共同利用を行う事業の収益性を理由に困難になっている事態を分析整理した。放送イン

フラの共同化・共通化による負担軽減が，広告収入の減少で経営が厳しくなっているローカルテ

レビ局にとっては，経営資源をコンテンツ制作に集中させる前提となる重要な施策であるという
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認識を確認し，上下分離方式に関する放送法制の構造や外国の先行事例の分析を行い，わが国で

上下分離方式を先行させている鉄道事業における課題抽出を行うことを提示した。

次に第2節で，2011年の地上アナログテレビ放送終了を機に，放送関連法が抜本的に見直さ

れ，地上基幹放送についてハード（無線局の設置・運用）とソフト（放送の業務）を同一事業者

が行うか，別の事業者で行うかを選択できる制度となったことを，放送制度における上下分離方

式の導入ととらえ，現行放送法制における放送事業者の分類と位置づけを確認した。送信設備の

初期投資が大きく非放送事業者の新規参入動機が乏しいことや，系列ごとの経営判断の影響が大

きいので県域単位など地域ごとに業務を水平統合するきっかけが少ないため，現状では地上テレ

ビ局はハード・ソフト一致型の特定地上基幹放送事業者である。しかし，今後は地上テレビ放送

デジタル化で整備された送信設備の老朽化更新が必要となるので，テレビ広告費減少でローカル

テレビ局の経営が厳しくなる中，国土全体での放送受信体制を維持しながら経営資源をコンテン

ツ制作に集中させるためにも，上下分離方式による放送インフラの共用等の社会実装が有効な方

策となり得ることを指摘した。

続いて第3節では，放送事業の上下分離方式で先行しているイギリスの事例分析を行った。イ

ギリスの放送事業は，制作・編成，送出，送信の各プロセスが分離され，インフラレイヤーの送

出と送信については水平統合が進んでいる。BBCやITVなどの放送事業者は送出業務をRed

BeeMedia社，送信業務をArqiva社に委託している。インフラレイヤーの外部への切り出し

にあたっては，受信許可料という公的資金で運営されているBBCの送信部門・送出部門の民営

化やITAの事業の譲渡などの方式で推進された。送信業務を行うArqiva社と送出業務を行う

RedBeeMedia社は，いずれも最新技術を順次取り入れながら効率的かつ省人化された業務フ

ローを構築し，統合効果を活かして安定した業務運営を行っている。また会計分離を行った上で，

保有する資産を有効に活用した独自の収益事業で新たな収入源を確保することにより，自社の経

営基盤をさらに強化している。そして，イギリスの地上テレビ放送はデジタル放送への移行に伴っ

てマルチブレックス方式を導入しており，周波数の効率的運用により送信設備の整備・運用の負

担を軽減して効率的な経営を可能にしている。また送信業務がArqiva社にほぼ集約されている

ので，モバイルサービスへの周波数割り当て政策である ・700MHzClearance・にも円滑に対応

できた。このようなイギリスの制度設計は，日本の放送制度改革においても重要なベンチマーク

となり得ることを指摘した。

そして第4節で，わが国において公共政策的性格が強い事業における上下分離方式の先行事例

である鉄道事業について，インフラレイヤーに焦点をあてて課題整理を行った。ヨーロッパ各国

の事例を参照しつつ，鉄道施設の保有・維持管理（インフラ）と列車運行・営業（サービス）を

分離する上下分離方式が1981年に導入されており，これまでJRグループ各社や大手私鉄各社
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だけでなく経営が厳しい地域鉄道でも導入事例が増加してきている。しかし，上下分離方式によ

りインフラを担うことになる地方自治体の財政力が課題となっており，インフラ整備・維持の費

用負担が重く，協議や合意形成に時間がかかるケースが多い。気象災害や地震災害による復旧工

事の負担が重すぎるため廃線するケースも出るなど，上下分離方式を活用したインフラの存続・

維持に，国の積極的な関与や支援制度の充実が求められている。さらに近年の安全保障環境の緊

迫化を受けて，防衛出動に対応する貨物輸送としての鉄道事業の重要性があらためて指摘される

ようになり，公共政策的観点から鉄道事業のインフラ整備・維持主体の財政力・財務力を考慮し，

単なる受益者負担ではなく，安定した財源によるインフラ整備・維持が行われる社会経済構造の

形成が求められていることを抽出した。

総務省は，放送事業者におけるガバナンスの具体的内容やその確保の在り方について検討する

ことを目的として，2025年6月に「放送事業者におけるガバナンス確保に関する検討会」を設

置した。これは，民間放送事業者において，広告によって成り立つ民間放送事業の存立基盤を失

いかねないばかりか，放送に対する国民の信頼を失墜させる事案が生じたことを受けて設立され

たものである。当該事案発生の背景には，放送の公共性や言論・報道機関としての社会的責任に

対する自覚やガバナンスの欠如があると指摘されている（総務省［2025c］）。 2025年10月まで

に6回開催されており，類似の事案発生防止のためにはガバナンスのさらなる強化が必要とされ

ており，構成員からはガバナンス強化の重要な取り組みとして「放送の多元性，多様性，地域性

という価値を発揮し続けるため，情報の発信主体としての持続性が重要であり，経営基盤の確保

が必要」「ガバナンス確保の取組は，今般明らかになった脆弱性を踏まえて，一過性のものでは

なく永続的なものとして，より強固な経営体制の確保等に向けて行われるべきではないか」「よ

り強固な経営体制の構築や事業の継続性の強化に向けて，一過性のものではなく，永続的な取組

を進めることが必要」等の意見が出され，検討会で論点整理が進んでいる（総務省［2025i］2,6,

7頁）。つまり，放送事業者，特にローカルテレビ局の経営基盤を強化することがガバナンス強

化に必要との認識が示されており，本稿で考察したハード・ソフト分離の放送制度設計を利用し

た業界横断的な上下分離方式導入が有効な施策となり得ると考えられる。放送インフラの整備・

運用・保守等の過重な財務負担からローカルテレビ局を解放し，経営資源をニュースや番組等の

放送内容や，信頼されるに足るガバナンスの確保に集中できるよう，業界全体の事業構造を整え

る段階になったのではないか。サービスレイヤーにおけるローカルテレビ局等の放送事業者の競

争力を回復させることにより言論の多様性を持続可能なものとし，コンテンツ制作・発信力を強

化して新たな価値創造で成長軌道に乗せながら，日本国憲法と放送法がもとめる民主主義社会の

発展に寄与する放送事業者の責務を的確に果たさせ，緊迫化する安全保障環境において国民・視

聴者の生命・財産に関わる重要情報を正確・迅速・確実に伝える電波体制を確保することができ
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るようになる。

ローカルテレビ局が個社単位でインフラとソフトのオールインワン方式で放送事業を実施する

ことは，すでに限界に達している。わが国の放送事業においてもっとも安定しているNHK受信

料を財源とし，まずは経営基盤強化を図りたいローカルテレビ局等のインフラレイヤーを，放送

業界横断的にNHKに分業させて実施する方法が実効性の高い方策と考えられる。そして事業と

して安定化し収益性の見通しが立つ段階になれば，NHKから財源ごと事業会社として切り出す

ことを目指す2段階で検討することが必要である。国民・視聴者が公平に負担するNHK受信料

を活用することで，国民・視聴者に新たな負担を求めることなく，放送事業者のインフラの整備・

維持を共通業務としてNHKが行えるようになる。事業会社への切り出し転換後は，経営基盤を

より一層強化するために，先行事例であるイギリスでの事業構造を参照しながら，受信料財源か

らの収入との会計分離を行った上で，新しい技術を活用した収益性のある新たな事業を行う。例

えばヨーロッパで実用化され社会実装に向けた動きが加速しているマルチプレックス技術と5G

ブロードキャスト技術の組み合わせにより，スマートフォン等のモバイル端末や自動車等の移動

体モビリティに向けてニュースや放送番組を放送と同じカバレッジで送信することが可能となり，

あわせて放送以外のコンテンツやサービス，データ提供を送信する収益事業も，切り出された事

業会社の新たな事業の候補となる可能性がある。2025年9月12日～15日にオランダ・アムステ

ルダムのRAIConventionCentreで開催された「IBC（InternationalBroadcastingConven-

tion）2025」の会場では，5Gブロードキャスト電波の送受信展示やスマートフォン端末での視

聴操作体験，ヨーロッパ各国における社会実装に向けた技術実証状況，2027年～2029年にかけ

てのヨーロッパ主要国での普及シミュレーション等が，展示社のブースやセミナーで参加者にプ

レゼンテーションされた。ITUや3GPPでDVB�T2と5Gブロードキャストの多重化方式が固

まったことを受け，ヨーロッパ各国では具体的なサービスインに向けた動きが加速すると考えら

れる。

災害対策や安全保障環境緊迫化に迅速・的確に対応できる公共情報空間のインフラレイヤーを

整備・維持する業務を公的資金であるNHK受信料で支弁しつつ，これを公共性の高いインフラ

への投資として位置づけて，マルチプレックスや5Gブロードキャスト等の新しい技術を活用し

た周波数資源有効活用により新しい通信市場を開拓するイノベーションを推進し，地域社会を含

めた経済成長に役立つ基盤としていくことが可能になると考えられる。放送インフラの共通化・

共同化を，公共政策的性格が強く安全保障に貢献する成長投資として位置づける必要がある。こ

の施策によって放送法制が定める多元的で多様な言論が可能な情報空間を確保できるようになる

ので，施策の推進にあたっては，NHKの業務範囲と受信料の法的性格に関する検討と競争法上

の放送インフラ業務の位置づけの検討が必要であり，有識者による積極的な議論と主務官庁によ
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る論点整理を経て立法措置を行うことが今後の課題である。

T.S.アシュトンは，産業革命について「工学上の出来事であると同時に経済学上の出来事で

あった。すなわち，それは，資源を特定の目的に使用する方法についての変革であると同時に，

それにおとらず，それらの資源の量や分配についての変革であった。そして，この二つの動きは

全く密接に結びついていた」と指摘している（T.S.アシュトン［1973］108頁）。2025年はわが

国でラジオ放送が開始（1925年）されてから100年，第二次大戦後に放送法が制定（1950年）

されNHKと民間放送事業者の二元体制になってから75年，テレビ放送開始（1953年）から72

年であり，産業としては大きな循環サイクルが到来するタイムスパンと言えよう。放送のインフ

ラレイヤーの整備・維持への上下分離方式の本格的な導入により放送市場の競争性を回復し，放

送事業者の企業活動を活性化させ，経済を成長させることが重要である。引き続き放送市場の動

向と放送事業者の経営課題を情報通信政策と情報通信技術の両面から分析し，AIがDXの主流

となる時代における，新しい技術と新しい制度を組み合わせた情報通信事業のイノベーションの

可能性について考察していく。

（1） 本稿におけるわが国法律の条項及び条文は，すべて「e-Gov法令検索https://laws.e-gov.go.jp/」

によっている。

（2） この他に，電波法第5条では基幹放送を行う者の欠格事由，同第6条では免許の申請について定め

ている。

（3） イギリスの地上波デジタルテレビ放送のマルチプレックス送出には，BBCが運営するPSB1と

PSB3,ITVとチャンネル4が運営するPSB2,Arqiva社が商業チャンネル向けに運営するCOM4,

COM5,COM6等がある。

（4） ・700MHzClearance・とは，イギリスでのモバイルサービス用通信需要の増大に対応するため，

放送に割り当てていた 700MHz周波数帯を通信事業者に開放するように，通信規制機関である

Ofcomの指導で実施された周波数リパック政策のことである。Ofcomが2014年に方針を公表し，

2017年から実施して2020年8月に主要な作業が完了したことが公表され，2021年春には5Gモバイ

ルサービス向けに電波オークションが実施された。これにより700MHz帯（694MHz～790MHz）

は5G通信等で使用できるようになり，5G通信のカバレッジの拡大が行われた。

（5） 地域鉄道とは一般に，新幹線，在来幹線，都市鉄道に該当する路線以外の鉄軌道路線のことをロー

カル鉄道といい，その運営主体は中小民鉄並びにJR,一部の大手民鉄，中小民鉄及び旧国鉄の特定

地方交通線や整備新幹線の並行在来線などを引き継いだ第三セクターである。これらのうち，中小民

鉄及び第三セクターを合わせて地域鉄道事業者と呼ばれており，2025年4月1日現在で98社である。

少子高齢化やモータリゼーションの進展等に伴って極めて厳しい経営状況が続いており，新型コロナ

ウイルスによる影響もあり，2023年度は全96社中80社と約8割の事業者が鉄軌道業の経常収支ベー

スで赤字を計上している（国土交通省［2025a］）。

（6） 鉄道事業法制定以前は，公営・民営の鉄道事業を規律する地方鉄道法，国鉄を特殊法人として定め

る日本国有鉄道法，索道事業について定める索道規則等があったが，国鉄の分割民営化に対応した鉄
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道事業の制度整備を行うため法改正が行われた。

（7） CouncilDirective91/440/EECof29July1991onthedevelopmentoftheCommunity・srail-

ways（https://eur-lex.europa.eu/eli/dir/1991/440/oj/eng）
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APreliminaryStudyontheIntroductionof

aSeparationSysteminTerrestrialTelevisionBroadcasting

ShunichiTsuji

Abstract

Thispaperexaminestheintroductionofaseparationsystem（hardware/software

separation）interrestrialtelevisionbroadcastingfrom theperspectiveofinnovation

throughcollaborationbetweenthepublicandcommercialsectors,consideringbothinsti-

tutionaldesignandtheapplicationofinnovativetechnologies.Inreviewingcasestudies

andsystems,itclassifiesprogramandnewsproduction/provisionastheservicelayer,and

thetransmissionanddistributionofbroadcastsastheinfrastructurelayer.Focusingon

theinfrastructurelayer,itanalyzesthestructureofthecurrentsystem andadvanced

foreigncases.Drawingoninsightsfromtherailwayindustry,whichhasastrongpublic

policycharacter,itproposesfutureapproachestothedevelopment,operation,mainte-

nance,andrepairofbroadcastinginfrastructure.Thisaimstoenablebroadcastingopera-

torstofulfillthesocialmissionsimposedbybroadcastinglaw,particularlyfacilitatingthe

operationalimprovementoflocaltelevisionstations.Itexaminedthelifecycleofinfra-

structurerenewal,criticalforadvancingthesemeasures,andthepotentialforsecurity

investmentsthroughinnovativetechnologiesadoptiontoenhancetheprofitabilityof

broadcastinginfrastructureoperations.Ithighlightedthenecessityofresolvingchal-

lengeswithinbroadcastingandcompetitionlaws.

Keywords:Separationofhardwareandsoftware,Multiplex,5GBroadcast,localcommercialbroad-

casters,NHKreceivingfee




